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（参加者： 長尾光春） 

研修参加の結果について、次のとおり報告します。 

 

  

年 月 日 令和５年７月３日（月）～ ５日（水） 

研修時間 

７月３日１３：００～１７：００ 

４日 ９：００～１７：２０ 

５日 ９：００～１２：００ 

研修場所  全国市町村国際文化研修所（ＪＩＡＭ） 

研修内容 

 令和５年度市町村議会議員研修  社会保障・社会福祉 

  

講師：(一社)未来研究所臥龍 代表理事 

   兵庫県立大学大学院社会科学研究科 

 特任教授          香取 照幸 氏 

NPO法人 あなたのいばしょ 

理事長           大空 幸星 氏 

     (株)ニッセイ基礎研究所 

      主任研究員         三原  岳 氏 

   山梨県立大学人間福祉学部  

    特任教授          西澤  哲 氏 

   大阪公立大学大学院 生活科学研究科 生活科学専攻 

     教授            垣田 裕介 氏 

    日本福祉大学大学院 社会福祉学研究科 

     特任教授          平野 隆之 氏 
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年 月 日 令和５年７月３日（月）～ ５日（水） 

研修時間 

７月３日１３：００～１７：００ 

４日 ９：００～１７：２０ 

５日 ９：００～１２：００ 

研修場所  全国市町村国際文化研修所（ＪＩＡＭ） 

研修内容 

 令和５年度市町村議会議員研修  社会保障・社会福祉 

  

講師：(一社)未来研究所臥龍 代表理事 

   兵庫県立大学大学院社会科学研究科 

 特任教授          香取 照幸 氏 

NPO法人 あなたのいばしょ 

理事長           大空 幸星 氏 

     (株)ニッセイ基礎研究所 

      主任研究員         三原  岳 氏 

   山梨県立大学人間福祉学部  

    特任教授          西澤  哲 氏 

   大阪公立大学大学院 生活科学研究科 生活科学専攻 

     教授            垣田 裕介 氏 

    日本福祉大学大学院 社会福祉学研究科 

     特任教授          平野 隆之 氏 

■目的 

 現在、「２０２５年問題」や「２０４０年問題」等、かつて経験したことのない

少子超高齢・人口減少社会に対応した社会保障・社会福祉の見直しが求められてい

る。 

 本研修では、現在の状況や制度を理解したうえで、「孤独・孤立」、「介護保険」、

「児童福祉」、「生活困窮者支援」、「地域共生社会」のテーマに関する講義や事例な

どを通して、現在の地域における福祉を取り巻く諸課題について考える。 



■内容 

１日目 

（講義内容） 

・将来の社会保障の姿を考える 

(一社)未来研究所臥龍 代表理事 

   兵庫県立大学大学院社会科学研究科 

 特任教授          香取 照幸 氏 

・コロナ禍で顕在化した若者の孤独・孤立 

NPO法人 あなたのいばしょ 

理事長           大空 幸星 氏 

 

■香取氏の講義では、「２０４０年の社会イメージ」「人口減少とその影響」「地方

再生・定住圏・コミュニティの重要性」について学びました。 

「２０４０年の社会イメージ」では、２０４０年には、団塊の世代と呼ばれる方

たちの年齢が９０歳以上になるだけでなく、２０３５年の時点で８５歳以上の高齢

者人口が１０００万人を超え、平均的な高齢者像では、語れない多様性と格差の時

代が訪れることを学びました。 

 また、８５歳を超えると５割の方が要介護状態となり、４割は認知症になるとと

もに病院や診療所での外来診療は減少し、訪問診療（アウトリーチ型）が増え、救

急搬送も増大することがわかりました。全国での救急搬送件数は、２０３５年にピ

ークを迎えることが見込まれ、２０４０年には救急搬送における６５歳以上の割合

が約７０％になることを理解しました。 

 結論としては、①医療と介護の一体提供ができる地域包括ケアネットワークの整

備、②在宅医療の強化「地域完結型医療」を実現し、開業医とそれを支える地域密

着病院の整備を推進することが重要であることを理解しました。 

 

 「人口減少とその影響」では、地域に与える影響として、①生活関連サービスの

縮小、②税収減（市町村の財政基盤の弱体化）による行政サービス水準の低下、③

地域公共交通の撤退・縮小、④空き家・空き店舗・工場移転跡地・耕作放棄地の増

大、⑤地域コミュニティの機能低下・共助機能の低下が発生することを学びました。 

 また、人口減少により発生する影響により、さらなる人口減少を招く悪循環スパ

イラルが発生することがわかりました。さらには、少子化により、幼稚園ニーズが

減少し、保育園ニーズが増加することや、小規模の小学校の統廃合が増加すること

を理解しました。高齢化社会になり、一人暮らしの高齢者が増加し、特に首都圏で

は、家族や地域の支えが弱く、介護施設への依存度が高い状況になることがわかり

ました。 

 現在の日本の社会インフラは建設後５０年を経過した公共施設が４割を超えて

いるが、１０年後には約６割に増加することが見込まれており、人口減少による税

収減により、インフラの再整備を行う余裕がなくなるとともに、乗り合いバスや鉄

道の路線廃止が増加、都市のスポンジ化（低密度化）が進行することを理解しまし

た。 



 「地方再生・定住圏・コミュニティの重要性」では、多様な人々を包み込んでい

く過程（社会的包括）を基本的なアプローチとし、社会が個人の意思決定に可能な

限り寄り添える地域共生社会を作り上げることが必要であることを学びました。 

 そのためには、「生活支援サービスの事業化」、「医療ニーズに合った在宅医療の

拡大」「地域包括ケアに関わる専門職の育成」「超高齢化社会に合ったケアマネジメ

ントの実現」が重要であることを理解しました。 

 

■大空氏の講義では、同氏が２０２０年に起業した「あなたのいばしょ」の企業理

念、事業内容とともに、「望まない孤独の根絶」「若者の孤独対策、自殺対策」への

取組の内容について学びました。 

 若者の死因 1位が自殺であり、自殺者数は全世代で減少傾向にある中、１０代の

自殺は増加していることに注目し、その背景には望まない孤独（社会的孤立ではな

い孤独）があることがわかりました。 

 （参考） 

＜孤独の定義＞ 

個人の社会的関係の欠如に起因し、不快であり苦痛を伴うものである 

①家族にも本音が言えない 

②コミュニティ内で疎外感がある 

③主観的な概念 

    ＜社会的孤立の定義＞ 

①家族との接触がない 

②コミュニティに属していない 

③客観的な概念 

     ＜望まない孤独の影響＞ 

    ・死亡リスク２６％増 

    ・冠動脈疾患発生リスク２９％増 

    ・脳卒中発症リスク３２％増 

    ・２型糖尿病発症の予測因子 

    ・認知症発症確立１．６４倍 

    ・うつ病の発症リスク上昇 

    ・自殺者の心理的特徴の一つ 

 

また、電話相談を中心とした既存の相談体制が若者の生活習慣に全く馴染んでい

ないといった問題を解決するために、悩みや問題を抱えた時に確実に信頼できる人

にアクセスできる仕組みを構築することにより望まない孤独のない社会を実現す

ることを目的として、インターネット、チャットの仕組みを利用した２４時間３６

５日いつでも相談できる「チャット相談事業」を企画・運営していることを理解し

ました。 

 現在では、全スタッフが６００人を超え、そのスタッフは日本のみならず、日本

が夜間になる時間帯においては、海外に在住の日本人が相談窓口となれるよう配置

し、相談から最短５秒で返事を返す仕組みが構築されており、1 日に約１００万文



字（文庫本約１０冊分）のやりとりをデータベースで管理し、匿名の相談者に対し、

匿名のスタッフが過去データを活用しながらメンタルヘルスを行っていることが

わかりました。 

 この事業のさらなる拡大により、将来的には望まない孤独による若者の自殺がな

くなる社会の形成を目指していることを理解しました。 

 

２日目 

（講義内容） 

 ・介護保険と地域包括ケアにおける市町村の役割 

     (株)ニッセイ基礎研究所 

      主任研究員         三原  岳 氏 

 ・子ども虐待への対応 

   山梨県立大学人間福祉学部  

    特任教授          西澤  哲 氏 

 ・生活困窮者の実態と支援策 

   大阪公立大学大学院 生活科学研究科 生活科学専攻 

     教授            垣田 裕介 氏 

 ・地域共生社会の実現に向けて 

    日本福祉大学大学院 社会福祉学研究科 

     特任教授          平野 隆之 氏 

 

■三原氏の講義では、「地域包括ケアの再考」「介護保険制度の現状」「予防を中心

とする最近の制度改正」「地域の実情に応じた体制づくり」について学びました。 

 「地域包括ケアの再考」では、「地域包括ケア」の言葉が２０１２年の改正介護

保険法で規定され、２０１４年に成立した地域医療介護総合確保推進法によって定

められたものであることを最初に学びました。 

 （参考） 

 ＜２０１２年 改正介護保険法＞ 

「国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保健医療サ

ービス及び福祉サービスに関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護

状態等の軽減、若しくは悪化の防止のための施策、並びに地域における自立した日

常生活の支援のための施策を、医療及び居住に関する施策との有機的な連携を図り

つつ包括的に推進するよう努めなければならない。」 

 

 ＜２０１４年 地域医療介護総合確保推進法＞ 

「地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及

び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制」 

 しかしながら、地域包括ケアが全国的に喧伝されているにも関わらず、公共政策

で通常作成されるべき、政策のツリー構造に基づくロジックモデルが厚生労働省に



おいて体系的に整理されておらず、その言葉の意味合いは非常に曖昧のまま今日に

至ることがわかりました。 

 

 「介護保険制度の現状」では、現在の介護保険では、財源不足と人材不足の問題

が顕在化しており、２０２０年時点において介護保険の総費用（自己負担含む）は

約１１兆円まで増加していることがわかりました。介護保険の費用は、国、自治体

の税金に加えて、４０歳以上の保険料で賄われているが高齢者の保険料引き上げは

すでに限界に達しており、今後の超高齢化における給付不足が懸念される状況にな

ることを理解しました。 

 介護現場は、恒常的に人材不足であり、また給与賃金が低いことから、将来の人

材不足については、一層深刻化することが懸念されている一方、超高齢化社会にお

いては、約２８０万人の需要予測がされている中、約６９万人の人材不足が発生す

ることが懸念されていることがわかりました。 

 

 「予防を中心とする最近の制度改正」では、２０１８年に制度改正により、「自

立支援介護」という名目で、介護予防が強化されたことを学びました。これは、今

後の財政問題への対処であり、高齢者になるべく要介護状態にならずに自立した生

活を送っていただくための取組を進めることが重要と定義されていることがわか

りました。 

自立支援としては、埼玉県和光市の事業モデルを基に、国の制度改正が検討され、

自立を後押しする介護サービスの提供によって、要支援者の約４０％が介護保険を

卒業していく実績を全国に展開することを目指していることを理解しました。さら

に２０２１年制度改正では、高齢者が気軽に運動などを楽しめる「通いの場」の充

実を焦点としたが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け、個所数、参加

率ともに減少し、今後の再起動に向けた自治体の働きかけが重要であることを理解

しました。 

 

 「地域の実情に応じた体制づくり」では、厚生労働省が作成した地域づくり戦略

を基に、自治体によって大きな差がある地域づくりの現状や実践の重要性について

学びました。しかしながら、地域によって、人口構成や産業の集積、コミュニティ

の繋がり、地理的条件など、どれ一つとっても全く同じである自治体はなく、それ

ぞれが、独自で地域に合った地域づくりをしなければならないことであることを理

解しました。 

 

■西澤氏の講義では、子ども虐待に対する現状と、社会的な予防対応の必要性につ

いて学びました。日本においては一般的に「子ども虐待」と言われていますが、本

来の言語では”child abuse”であり、「子ども乱用」が正しい表現であり、意味と

しては、子どもの存在や子どもとの関係を利用して大人が何かを得ること（心理的

利得）を指していることがわかりました。 

 子どもへの虐待は、「心理的虐待」「子どもの存在価値の否定」「親の可虐性への

直面（純粋な虐待）」「ＤＶの目撃」の４つに分類されているが、２００４年の改正



児童虐待防止法で「ＤＶの目撃」が心理的虐待に定義されたことにより、心理的虐

待が子どもの虐待に占める割合の５０％を超える異常事態となっていることを学

び、それにより国際比較が不可能になったことを理解しました。 

 最近になり、特殊な虐待の事例が散見されるようになり、子どもの虐待の潜在化、

複雑化が進んでいることを学びました。 

  （参考） 子どもの虐待の特殊な事例 

    ・乳児揺さぶられ症候群 

    ・頭蓋内出血 

    ・代理者によるミュンヒハウゼン症候群 

 

 ２０２１年度における子ども虐待に対する児童相談所への通告件数は日本全国

で２０７，６５９件ある。実質的に虐待が増えているのか、顕在化したものである

かは特定されていないが、コロナ禍の影響が少なからず出ているのではないかと捉

えられていることがわかりました。また、虐待が発生する原因には「家庭の養育機

能の低下の反映」「資本主義社会の発展と家族の崩壊（核家族化、単身世帯の増加、

非婚）」があることがわかりました。 

 これらの問題を解決するためには、家庭及び養育機能を保護する積極的な家庭政

策の実施や、虐待が深刻になるまで「見守る」姿勢を即刻取り止め、軽度の状況で、

行政や専門組織による指導や、支援が不可欠であることを理解しました。 

 

■垣田氏の講義では、「生活困窮の多様な側面を捉える視点」「コロナ禍における生

活困窮者の実態と支援の実践」「生活困窮者の支援のあり方を考える視点」につい

て学びました。 

 「生活困窮の多様な側面を捉える視点」では、はじめに、＜生活困窮＞または＜

貧困＞の言葉について、一般的な捉え方として“生活に必要なお金が足りない状態”

と認識されているが、実際にはそれだけではなく生活困窮をどのように捉えるかに

よって、生活困窮への対応策についての考え方が大きく異なることがわかりまし

た。 

次に生活困窮の実例について、ある外国人の方がハローワークに仕事探しに来た

際のエピソードが紹介されました。ハローワークに何回も通うある方は、いつも窓

口までは行くのですが、結局仕事探しが行えず、いつまでたっても仕事を見つける

ことができませんでした。理由は簡単なことです。窓口で、求職申込用紙を受け取

るものの、それに必要事項を書き込むことができなかったのです。申込書には丁寧

に書き方の説明が書いてありますが、すべて日本語であり、外国人の方にはそれが

読めなかったのです。しかも日本語も平仮名程度しか読み書きできないため、その

用紙に必要事項を記入し、窓口に出すことができなかった。というものでした。こ

れも一つの生活困窮（日常生活に困っている）であると捉えるべきであるというこ

とを理解しました。 

 次に子どもの貧困の実例について、ある母子家庭のエピソードが紹介されまし

た。母親には知的障がいの疑いがあり、子どもは小学２年生。母のパート賃金と児

童扶養手当などで、月収が１０万円に満たない家庭のことでした。母親は調理がで



きず食事はインスタント食品か惣菜であり、家に暖房器具はなく親子ともに昼夜逆

転の生活で、子どもは今年度から不登校になっています、というものでした。この

事例の子どもの貧困に対処するためには、母親を含めて世帯として抱える複合的な

ニーズに対して、現金給付だけでなく包括的な支援を行う必要があり、子どもの貧

困対策だけを捉えるのではなく、世代横断的に貧困を捉えて支援策を検討する視点

が求められていることを理解しました。 

 

「コロナ禍における生活困窮者の実態と支援の実践」では、２０２０年に講師が

実施した“コロナ禍の影響を受けた生活困窮者の実態と支援策の課題を捉えること

を目的とした独自調査”の結果をまとめた論文を題材に、生活困窮者の実態や支援

事例などの紹介がありました。ある６０代のタクシー運転手は持病を抱えながらも

毎月４万円の借金返済と生活のために働いており、感染拡大後に収入が半減し困っ

ていたが、特例貸付の制度を利用することで、生計の危機を乗り越えることができ

たというものや、ある２０代の母子家庭で、子どもが２人いる女性は感染拡大後に

勤務日数が減り、収入が月５万円に減少し、家賃と光熱水費を滞納していたが、特

例貸付や住居確保給付金の制度を利用するとともに、支援員が計画的に滞納を処理

するための相談支援を勧めていることで、生計の危機を乗り越えることができた。

というものであり、コロナ禍における生活困窮者の実態には個人ごとに問題点が異

なり、現金給付だけでなんとかなるものではないことを理解しました。 

 この調査において、生活困窮者は感染拡大前から生活基盤が不安定であった世帯

が多く、インフォーマルな就業形態であり社会政策や特別対策から漏れやすい傾向

にあり、また相談内容や困りごとは複合的で、金銭面の困りごとだけではないこと

に加え、新たに生活保護利用に対する抵抗感が多く見られることが、知見として得

られていることがわかりました。 

 

 「生活困窮者の支援のあり方を考える視点」では、２０２０年の独自調査結果を

基に講師が直接実施した生活困窮者に対する伴走型支援（個別事例ごとに、個別の

解決に向けた対策案の検討と支援の実施）を行った結果を基にした、“包括的な支

援を個別的にコーディネートして継続的に支援を提供する枠組みとその機能”につ

いて学びました。 

 その中で生活困窮者支援について考える視点として、①具体的な解決課題を目指

すアプローチと、②地域共生社会の中でつながり続けることを目指す２つのアプロ

ーチがあり、どちらも生活困窮者本人を中心として、支援者や地域社会が伴走する

意識を持ち、個人が自立的な生を継続できるよう、本人の意向や取り巻く状況に合

わせ、アプローチを組み合わせていくことが必要であることを理解しました。 

 

■平野氏の講義では、「社会福祉法の改正の理解と重層的支援体制整備事業の実施

要綱の理解」、「重層的支援体制整備の捉え直し」「Ａ+Ｂ+Ｃ重層モデルを活用した

体制整備の強化」について学びました。 

 「社会福祉法の改正の理解と重層的支援体制整備事業の実施要綱の理解」では、

社会福祉法の第４条、第６条、第１０６条において、共生する地域社会の実現を目



指すこと、地域福祉の推進と、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ

れる体制の整備、重層的支援体制整備事業の実施が必要とされており、地域におけ

る人と資源が循環し、支え、支えられる関係の循環が形成され、誰もが役割と生き

がいを持つ社会を醸成していくことが重要であることがわかりました。 

 「重層的支援体制整備の捉え直し」では、重層的支援体制整備事業について、Ａ：

個々の支援事業として①包括的相談支援事業、②参加支援事業、③地域づくり支援

事業、④アウトリーチを通じた継続的支援事業、⑤多機関協働事業があり、Ｂ：個々

の支援事業を支える体制整備（Ａ①～⑤を一体的に推進する機能）、Ｃ：Ｂに至る

継続的な体制整備として①制度導入に伴う体制整備、②包括的支援に関連するモデ

ル事業、③地域福祉の蓄積があり、これらを全体としてＡ＋Ｂ＋Ｃ重層モデルとさ

れていることを学び、最新の考え方としてＡ＋Ｂ部分をそれぞれＡ①＋Ｂ①のよう

に個別体制を確立していく捉え方と、Ａ①～⑤の５事業を一体的に実施し、Ｂの体

制で支えていく捉え方があり、それぞれの現場において、実務に合った体制整備が

されていることがわかりました。さらには、地域福祉を１つの体制整備と捉え、Ⅰ：

制度福祉、Ⅱ：地域福祉、Ⅲ：まちづくりを一体に捉え、「対象者の属性を問わな

い相談支援、多様な参加支援、地域づくりの向けた支援の一体的な実施をすべて、

地域福祉と捉えるということがわかりました。 

「ＡＢＣ重層モデルを活用した体制整備の強化」では、Ｂに相当する領域を重層

的支援体制整備の方法①会議運営、②人材の新規配置、③プロジェクト、④既存制

度の体制整備、⑤地域福祉の蓄積、⑥所管課の体制整備と位置づけ、⑥が中心とな

り、①～⑤とそれぞれ、相互連携しながら、ＡやＣの体制と連携していく取組が行

われていることを学びました。 

 また、これらの体制についての基本を理解した後、他市町における先進事例につ

いての紹介があり、具体的な事業内容などをモデルに合わせて理解することができ

ました。 

 

３日目 

（講義内容） 

 ・演習（意見交換／発表・まとめ） 

    日本福祉大学大学院 社会福祉学研究科 

     特任教授          平野 隆之 氏 

 

■演習では、Ａ：全ての人を支援の網の目から取りこぼさない社会を実現するため

に、自治体が民間専門機関との連携や地域住民との協働も含めて、できることは何

か。Ｂ：生活のしづらさのある人たちへの支援として、福祉制度の新たな運用方法

や制度外の福祉を含め、これからの福祉行政には何が必要か。の２つのテーマに対

して、６人一組となった全１５グループで、どちらかのテーマを選択し、本研修の

前に行われた事前アンケートの回答や講義におけるキーワードを参考に、グループ

内で意見交換を行いました。その後、グループごとに意見交換した内容を発表し、

講師の講評をいただきました。全グループともに活発な意見交換が行われ、充実し

た時間となりました。 



■所感 

今回のセミナーでは、少子高齢化の時代を迎える日本における将来の社会福祉の

あり方や、いじめや孤立、子どもへの虐待、お金だけではない生活困窮者対策、地

域共生社会の実現など、社会福祉に関して、多種多様な内容で、講義を受けること

ができました。 

この分野では、当事者にならないと、その実態や既存の制度の仕組みを理解する

ことが難しく、私も個人的に知識や経験が不足していることを実感することが多く

ありました。 

今後も本研修の内容にとどまらず、全国他市町の先進的取組事例を調査するとと

もに、他市町の議員と意見交換を積極的に行うとともに、江南市における最適な社

会福祉とは何か、地域共生社会を実現するためにはどのような政策を取り入れてい

くべきであるかを学び、人口減少、少子高齢化の中で、持続可能な地域社会を作り

上げていくことが重要であると思いました。 

 


